
Ⅰ はじめに   

我が国の看護をめぐる環境は、急速な少子高齢化の進展、医療技術の進歩等大き  

く変化してきており、看護職員にはより患者の視点に立った質の高い看護の提供が  

求められている。一方で、看護業務の複雑・多様化、国民の医療安全に関する意識  

の向上等の中で、学生の看護技術の実習の範囲や機会が限定される傾向にある。   

こうした背景の下、医療制度改革の●一環として医療提供体制のあり方を議論する  

にあたって提示された「医療提供体制の改革のビジョン」（平成15年8月 厚生  

労働省）においては、医療を担う人材の確保と資質の向上を図る観点から、看護に  

ついては「看護基礎教育の内容を充実する」等が指摘されたところである。   

これを受け、本検討会は第1匝lを平成18年3月29日に開催し、看護をめぐる  

現状と課題、保健師教育・助産師教育・看護師教育それぞれの現状と課題、充実す  

るべき教育内容並びに専任教員の資質の向上、臨地実習の方法等について全9回に  

わたって検討を行った。   

その際、「保健師助産師看護師学校養成所指定規則」及び「看護師等養成所の運営  

に関する指導要領」等の具体的な改正案については、検討会の下にワーキンググル  

ープを設置してカリキュラム改正（案）を作成し、それらにつきさらに精力的に検  

討を進めたところである。   

今般、本検討会としてこれまでの議論を整理し、本報告書を取りまとめたので報  

告する。  

Ⅱ 看護墓石楚教育の現状と課題 ※  

1．看護師教育について  

○ 看護基礎教育で修得する看護技術と臨床現場で求められるものとにはギャッ   

プがある。患者の安全が重要視される中で、学生は臨地実習の範囲や機会が限   

定される方向にあり、卒業時に1人でできるという看護技術が少なく、就職後、   

自信が持てないまま不安の中で業務を行っている。新卒者の中にはリアリティ   

ショックを受ける若や、高度な医療を提供する現場についていけないため早期   

離職する者もいる。  

※ 詳矧こついては「看護碁石楚教育の充実に関する検討会 これまでの議論の中間白勺なとりまとめ」   

（平成19年2月5日）において記述。   



○ また、学生は臨地実習では一人の患者を受け持つが、就職すると複数の患者   

を同時に受け持ら、複数の作業を同時進行で行わなければならない。さらに急   

性期病院では人工呼吸器の管理や心電図のモニタ」ング技術等、確実な操作・   

管理を必要とする看護技術が求められる。  

○ 一方、医療機関における薬品や医療機器の取扱い等にかかわる事故・ヒヤリ   

ハット事例においても新人看護師が関わる割合が高く、行政処分を受けた事例   

も少な＜ない。  

○ 身体侵襲を伴う看護技術に関しては無資格の学生が実施できる範囲が限ら   

れていることから、看護碁石楚教育で教育すべきことと卒後の研修等ですべきこ   

とは区別して考え、新人看護職員の研修についても検討する必要がある。  

○ これまでのカリキュラム改正では、平成元年には高齢化社会への対応として   

「老人看護学」が、平成8年には平成4年に制度化された訪問看護サービスに   

対応するため「在宅看護論」及び精神の健康の保持増進の重要性から「精神看   

護学」が新たに追加された。しかし、総時間教についてはゆとりの確保と弓単力   

的運用を可能にするため、総時間教の削減を図った。特に実習時間数は1，770   

時間（昭和42年）から、1，035時間（平成元年）に減少している。  

○ また、近年の同世代の若者同様、看護学生の基本的な生活能力や常識、学力   

が変化してきていると同時に、コミュニケーション能力が不足している傾向が   

ある。そのため、看護墓石楚教育では専門分野の学習を深める他、職業に必要な   

倫理観や責任感、豊かな人間性や人権を尊重する意識を育成していく必要があ   

る。  

2．保健師教育について  

○ 学生が卒業時に修得するべき実践能力について大学側と実習施設側の期待す   

る到達レベルに違いがある。また、健康教育や家庭訪問についても、実習で体   

験できていない状況がある。実習の目数・時間数は限られているため、新卒保   

健師が現場で行うことが多い健康教育や家庭訪問等の能力・技術については、   

修得できるように実習を充実させる必要がある。また、臨地実習では行政に加   

えて学校、産業など幅広い分野での実習を行うことが必要である。   



○ 現在、生活習慣病予防や介護予防などが重要な課題となっており、こうした   

教育内容を充実させる必要がある。  

○ 一方、保健師教育を履修する者が平成8年には4，742人であったが、看護   

系大学の増加に伴い、平成17年には11，109人と増加している。このため、   

実習施設の確保が難しい状況であると同時に、現場で実習指導を担当している   

保健師も学生の対応に苦慮している。  

また、保健師として就業する者の数は年々減少してきており、保健師を志向   

する者が保健師教育に進むことができるような養成のあり方を検討する必要が   

ある。  

3．助産師教育について  

○ 助産師には妊娠の診断から分べん介助、産じょ＜期のケア、新生児のケアま   

で自立して行う能力が求められることから、助産学実習では正常分べんの介助   

を10例程度行う必要がある。また、妊娠期から分べん、産じょく1ケ月まで   

の継続ケアを実施する必要があるが、現行の実習時間数ではそれら全ての実習   

を行うことは困難である。  

○ 一方、出生数の減少により、正常分べん10例の介助を行うために実習施設   

を拡大しなければならない状況が生じている。24時間体制で実習ができる環   

境整備や実習指導者の補強などが課題である。また、妊産婦の意識の変化から   

分べん介助実習への同意が得られにくい状況になっていることからも、実習環   

境・指導体制の確保がより一層重要である。  

○ さらに助産師には思春期、更年期の指導やケアを行う等、女性の生涯にわた   

る性と生殖に関する役割も期待されていることから、これらの内容についても   

充実した教育が必要である。   



Ⅲ カー」キュラム改正案  

1．改正の趣旨   

今回のカリキュラム改正は、前回の改正（平成8年度）から10年以上が経過  

し、看護を取り巻＜環境の変化に伴い、より重要さが増していると考えられる教  

育内容の充実を図ることと、学生の看護実践能力を強化することが大きなポイン  

トである。   

そこで看護技術や助産技術、保健指導等の技術を確実に修得するために、保健  

師・助産師・看護師それぞれの教育課程で修得するべき技術項目を精選し、卒業  

時の到達度を明確にした。また、看護師基礎教育については統合分野を設けて、  

臨床実践に近い形で知識・技術を統合するとともに、技術修得のための学内演習  

の充実を図った。さらに併せて、専任教員や実習指導者の配置や資質の向上等を  

進めるための具体的な提案を行った。   

なお、今回の改正は、さまざまな課題をできる限り早期に解決してい＜観点か  

ら、現行の教育期限の範囲内で可能な内容とした。また、保健師教育及び助産師  

教育についてはワーキンググループでの議論において、現行の教育年限で教育で  

きる範囲の単位数及び時間数におさまらない内容についても整理を行った。  

（資料4，5参照）  

2．改正案  

1）保健師教育  

（1）保健師教育の「基本的考え方」の改正  

生活習慣病予防、介護予防、虐待防止など保健師活動に対する期待は大き   

い。そのような中で、保健師としての専門性を発揮し、国民のニーズに応え  

られる保健師の養成を行うため今回の改正を行った。  

具体的には、地域住民が、自ら健康に関する課題を解決できる力を身につ   

けられるような、個人・家族への保健指導や生活支援、グループ活動の育成、   

あるいは社会資源の開発を行う能力を養う（1、2）※とともに、課題の解   

決に際して、地域住民をはじめ、他職種や他機関と連携・協働しながら保健   

師としての役割を果たしてい＜ことを強化した。（3）  

※（）内の数字は、看護師等養成所の運営に関する指導要領別表にある「教育の基本  
的考え方」に該当する番号を指す。   



また、変わりゆく社会情勢や制度に対応できる保健師の養成を目指し、最  

新の知識を主体的・継続的に学び続け、保健・医療・福祉サービスを調整、  

活用し、施策に反映させる能力についても盛り込んだ。（4）  

（2）教育内容の改正   

① 在宅療養者に焦点を当てた継続看護は、既に看護師教育における「在宅  

看護論」で十分に教授されているため、「地域看護学」においては、地土或及  

び学校保健、産業保健を含んだ公衆衛生看護活動に焦点を当てることとし  

た。また、個人から地域の問題を把握し、地域住民や他職種と協働して、  

活動を展開する能力を強化できるよう「地域看護学」の内容を「個人・家  

族・集団の生活支援」「地域看護活動展開論」「地域看護管理論」に区分し、  

教育内容を明確化した。  

また、近年、健康危機管理の重要性が増していることから健康危機管理  

を含む内容とした。  

② 「疫学。保健統計」は、公衆衛生看護活動の墓石楚的な学問であり、矧こ、   

疫学調査・分析及び統計情報の活用は重要であることから、「疫学」と「保   

健統計学」に分け、それぞれの教育内容の充実強化を図ることとした。  

③ 「保健福祉行政論」は、制度についての知識が不可欠であり、変化する   

制度に対応していける能力及び施策化能力を強化するため、従来の2単位   

から3単位とし、事例を用いた演習を行い、教育内容の充実を図ることと   

した。  

（④ 臨地実習は、保健所や市町村において、家庭訪問や集団を対象とした健   

康支援など基本的な保健指導を体験することによる実践能力の強化を図   

るとともに、地域の活動計画に基づく保健活動を展開する実習を行うため、   

従来の3単位から4単位とした。また、地域看護学の教育内容の区分に   

合わせ、地土或看護学実習についても「個人・家族・集団の生活支援実習」   

「地域看護活動展開論実習」「地域看護管理論実習」と教育内容を明確化   

した。なお、保健師の活動分野は拡大してきていることから、臨地実習は   

保健所、市町村に加え、学校、事業所、医療・福祉施設などの多様な場で   

行うこととした。  

a．「個人・家族・集団の生活支援実習」では、個別事例への継続した  

訪問指導を通して、訪問指導能力の強化を図ることとした。   



b．「地域看護活動展開論実習」では、把握した問題を広く地域特性を   

含めて分析し、問題解決のための計画立案、実際の対応、評価を通し   

て、地土或保健活動能力の強化を図ることとした。  

c． 「地域看護管理論実習」では、把握した地域の問題や地域の特性等   

から今後発生しうる健康課題を予測し、課題解決のための具体的な方   

法を学／Sてとともに、管理的な立場にある者を通してリーダーシップ、   

地域看護管理を学ぶ内容とした。  

⑤ 上記に述べたような内容の強化を図るため、従来の21単位（675時   

間）以上から23単位（745時間）以上とし、地域看護学12単位、疫   

学2単位、保健統計学2単位、保健福祉行政論3単位、地域看護学実習   

4単位以上を修得するものとした。  

（3）保健師教育の技術項目と卒業時の到達度（資料1参照）  

保健師教育の「基本的考え方」に則り、墓石楚教育において修得すべき保健   
師としての必須の技術項目と卒業時の到達度について暫定的に示した。今後   

は、この妥当性について検証し、保健師として修得すべき技術と到達度を明   

確にする。   
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看護師等養成所の運営に関する指導要領  
保健師教育の基本的考え方、留意点等 改  

1
 
 

表
 
 

別
案
 
 
 

正
 
 

教育の基本的考え方  

1 人々の心身の健康並びに疾病・障害の予防、発生、回復及び改善の過程を社会的条件の中で系統   
的、予測的にとらえアセスメントする能力を養うとともに、自立を支援する能力を養う。   

2 地土或の人々が自らの健康状態を認識し、健康の保持増進を因るための健康学習や自主・自助グ   
ループ活動等の集団活動を育成するとともに、自主的に社会資源を活用できるよう支援し評価する   
能力を養う。  

3 地域に顕在している健康問題を個別事例を通して把握するとともに、潜在している健康課題を予   
測し、それらを地域住民、関係機関、他職種と連携・協働し組織的に解決する能力を養う。   

4 保健・医療・福祉行政の最新の矢口識を主体的・継続的に学／S消巨力を買うとともに、保健・医療・   
福祉サービスを調整し活用する能力及び地域の健康課題の解決に必要な社会資源を開発し、施策に   
反映する能力を養う。  

教育内容   単位数   留意点   

地域看護学   12  学校保健i産業保健を含む内容とする。   

地土或看護学概論  2  

的知識及び考え方、地域を基盤とした予防の考え方と対応の基本につ  
いて学ぶ内容とする。  

個人・家族・集団  人々の健康行動の特性及び効票的な介入方法と技術を学ぶ内容とす  
の生活支援  る。  

集団における教育方法や集団力学等を学ぶ内容とする。  

地1或看護活動展開論  地域（産業、学校等を含む）における看護活動を展開するために必要  
10   

心身の健康保持増進及び、疾病・障害別に予防、発生、回復及び改善  
に対応した支援方法と地土或活動の組織化を含めた展開方法について学  
ぶ内容とする。  

地士或看護管理論  健康危機管理を含む内容とする。   

疫学   2  公衆衛生看護活動を展開するうえで、基盤となる疫学調査・分析、溝  
用方法について学ぶ内容とする。   

保健統計学   2  公衆衛生看護活動における統計学の基礎、情報処理技術及び統計情報  
とその活用方法について学ふ内容とする。   

保健福祉行政論   3  行政組織について学ぶ内容とする。  
保健医療福祉の法的基盤及び行財政を理解するとともに保健医療福祉  
の計画の企画及び評価について実践的に学ぶ内容とする。  
調査で明ら力＼にされた生活環境が人々に及ぼす健康上の影響など、健  

康に係る社会問題を解決する政策形成過程に活かす方法を学ふ内容と  
する。  
事例を用いて政策形成過程等に関する演習を行う。  



教育内容   単位数   留意点   

臨地実習  4  

用した実習とする。  
地域看護学実習  4  

施設等、多様な場で実習を行う。  

個人・家族・集団  2  
の生活支援実習  個別事例に対して継続した訪問指導を行う。（複数事例が望ましい）  

家庭訪問を適して、地域の健康課題を理解することができる実習とす  
る。  
集団を対象とした健康支援を体験する実習とする。  

地域看護活動  
展開論実習  

地域の活動計画のプロセスを理解し、保健活動を展開する実習とす  
る。  

地域の保健医療福祉の計画を知り、その意義について理解できる実習  
とする。  
地域住民、関係機関や他職種との連携・調整の実際が理解できる実習  

地域看護管壬里論  
2   

保健活動の管理や評価、社会資源の開発等について学ぶ実習とする。   
実習  健康危機管理体制の実際を学ぶ実習とする。   

総 計   23  745時間以上の講義・実習等を行うものとする。  



2）助産師教育  

（1）助産師教育の「基本的考え方」の改正  

急速な少子高齢化が進展している我が国において、助産師は出産を扱うだ   

けでなく、妊娠、出産、・産じょく期の女性や新生児のケアはもとより、次代   

を育む母子や家族への支援、女性の生涯を通じた性と生殖をめぐる健康への   

支援等、期待される役割が拡大してきている。これらを踏まえ、今後助産師   

に求められる基本的な資質について明確にする方向で改正を行った。  

具体的には、人々の価値観が多様化してきていることから、妊娠・出産・   

育児について、住民が主体的に取り組むことができるよう支援できる能力を   

養うこと（1う、そして妊娠・出産・育児だけでなく、思春期の性教育、性   

感染症、性暴力、更年期障害など女性の一生における性と生殖をめぐる健康   

に関する課題への支援ができる能力を養うこと（2）を強調した。  

また、核家族化や女性の社会進出が進み、子育て支援を地域全体で推進し   

ていくことが必要であり、助産師には妊娠期から一貫し、地域に根ざした母   

子保健サービスを提供することが求められており、地域における他職種との   

連携・協働の重要性について学ぶことを新たに盛り込んだ。（3）  

（2）教育内容の改正   

①「基礎助産学」については、妊産婦の主体性を尊重した出産への支援に  

焦点を当てるとともに、生殖医療の進歩などを踏まえ、生命倫理を強化す  

る内容とした。また、母乳育児や母子愛着形成を支援する力を養うため、  

乳幼児の成長発達等の学習を強化する内容とした。さらに、チームにおけ  

るコミュニケーションや関係職種・関係機関との情報共有の必要性を学ぶ  

ため、チーム医療や関係機関等との調整・連携について学ノミて内容を含むも  

のとした。  

②「助産診断・技術学」については、妊産婦の主体性を尊重した出産を支   

援する能力を養う内容とし、妊婦・じょく婦・新生児の健康状態に関する   

アセスメント及びそれに基づき支援する能力を高めるため、演習等の充実   

を図り、助産の実践に必要な基本的技術を強化する内容とした。  

③「地域母子保健」については、住民の多様なニーズに対応できるよう、   

地域の他職種と連携・協働しながら地域の母子保健を推進するための能   

力を高める内容とした。  

1∩   



④ 「助産管理」については、助産所や産科病棟等の運営・管理を安全に行   

うための知識や技術、周産期の医療事故とその対策等についての知識を養   

うため、周産期における医療安全の確保と医療事故への対応について学ぶ   

内容とした。  

⑤ 「臨地実習 助産学実習」については、医師と助産師との連携・協働を   

認喜哉し、分べんの正常な経過を理解するため、取り扱う10例の分べんは、   

原則として正期産・結膜分べん・頭位単胎とし、分べん第1期から第4期   

までとした。  

また、実習期間中に妊娠中期から産後1ケ月まで継続して受け持つ実習   

を1例以上行うこととし、継続した関わりの中で信頼関係を築きあげ、医   

療者側の視点だけではな＜受ける側の視点をも認識し、心理・社会的なア   

セスメントや支援する力を高める内容とした。さらに、妊娠期や産じょく   

期・新生児期のアセスメントや支援を行う能力を強化する内容とした。  

なお、分べん第1期のアセスメント及び支援ができ、分べん介助の途中   

で吸引分べん、紺子分べんに移行した場合については、1匝Iの分べんとし   

て差し支えないことを「看護師等養成所の運営に関する手引き」に追加す   

ることとした。  

⑥ 全体として従来の22単位（720時間）以上から23学位（765時   

間）以上とし、助産学実習9単位以上を修得するものとした。  

（3）助産師教育の技術項目と卒業時の到達度 （資料2参照）  

教育機関や学生個々によって習熟度が異なることがないように、看護基礎   

教育卒業時にすべての助産師学生が修得しておく必要がある技術の種類と到   

達度を明確にした。   
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看護師等養成所の運営に関する指導要領  
助産師教育の基本的考え方、留意点等 改  

2
 
 

表
 
 

別
案
 
 
 

正
 
 

教育の基本白勺考え方  

1 妊産じょく婦及び胎児・新生児の健康水準を診断し、妊娠・出産・産じょくが自然で安全に経   
過し、育児を主体的に行えるよう支援できる能力を養う。  

2 女性の一生における性と生殖をめぐる健康に関する課題への支援ができる能力を責う。  

3 安心して子どもを産み育てるために、他職種と連携・協働しながら、個人及び社会にとって必   
要な地土或の社会資源の活用や調整を行える能力を養う。  

教育内容   単位数   留意点   

墓石楚助産学  6  

助産の基礎について学ぶ内容とする。  
生命倫理、乳幼児の成長発達等の学習を強化する内容とする。  
母性・父性を育むことを支援する能力を責う内容とし、また家族の  

心理・社会学的側面を強化した内容とする。  
チーム医療や関係機関との調整・連携について学ぶ内容とする。  

助産診断一技術学  6  

充実を図り、助産の実践に必要な基本的技術を強化する内容とす  
る。  
妊婦・じょく婦。新生児の健康状態に関するアセスメント及びそれ  

に基づく支援を強化する内容とする。  
妊産婦の主体性を尊重した出産を支援する能力を蓑う内容とする。  

地域母子保健  口  

の能力を養うとともに、他職種と連携・協働しながら地域の母子保  
健を推進するための能力を責う内容とする。  

助産管理  口   

同産期における医療安全の確保と医療事故への対応について学ぶ内  
容とする。   

臨地実習  9  

する。  

助産学実習  9   

ため、助産師又は医師の監醤の下に、学生1人につき正常産を10  
回程度直接取扱うことを目安とする。取り扱う分べんは、原則とし  
て正期産・結膜分べん・頭位聾胎とし、分べん第1期から第4期ま  
でとする。  

実習期間中に妊娠中期から産後1ケ月まで継続して受け持つ実習を  
1例以上行う。  

妊娠期や産じょく期・新生児期のアセスメントや支援を行う能力を  
強化する実習を含む内容とする。   

総 計   23  765時間以上の講義・実習等を行うものとする。   
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3）看護師教育（3年課程）  

（1）看護師教育の「基本的考え方」の改正  

近年の医療環境の変化に対応するため、看護師により一層求められる基本   

的な資質について明確にする方向で改正を行った。具体的には、看護の対象   

者を健康を損ねている者としてのみとらえるだけでなく、疾患や障害を有し   

ている生活者として幅広くとらえて考えていくこと（2）、また看護を実践す   

る局面や対象として、終末期や障害を含めて考えていくこと（5）、保健・医   

療・福祉制度の下で、他職種と連携・協働し、チーム医療の中で看護の役割   

を果たしていくこと（6）といった内容を強調した。  

また、看護墓石楚教育はあくまでも基礎的能力を養うものであり、さまざま   

な環境の変化の中で常に社会から必要とされる看護師であるためには、卒業   

後も自ら主体的に、時代に応じた知識や技術を学び続けるべきである旨を新   

たに盛り込んだ。（3）  

（2）教育内容の改正   

① 専門分野の構造の変更  

全ての看護実践の基盤となる内容を強調して教授できることが可能とな  

るよう、墓石楚看護学を教育内容とする専門分野Ⅰを設けた。ま：た、専門分  

野Ⅱにおいては対象の発達段階等に応じた看護を実践することを学ぶこと  

とし、さらに、基礎分野、専門基石楚分野、専門分野Ⅰ、専門分野Ⅱで学習  

したことを、より臨床実践に近い形で学習し、知識・技術を統合させるこ  

とを目的として統合分野を新たに設けた。  

② 各分野における教育内容の充実   

a．墓石楚分野  

これまでの教育内容に加え、コミュニケーション能力を高めることを  

含む内容とした。  

b．専門基礎分野   

「人体の構造と機能」及び「疾病の成り立らと回復の促進」について  

は、看護のアセスメント能力を養うために重要な教育内容であるため、  

単に人体を系統立ててそれぞれの学問の理解を深めるだけではなく、臨   

床で活用できるような知識として修得することを強調した。   



c．専門分野Ⅰ   

各看護学及び在宅看護論の基盤となる内容を強調して教授できるよう、   

基礎看護学を一つの分野として独立させた。   

また、看護師として倫理的な判断をするための墓石楚的能力を養う内容   

を加えた。   

基礎看護学の内容は以下を含むものである。   

l看護学概論：看護全般の概念をとらえ、看護の位置つけと役割の  

重要性を認識できる内容とする。   

＝ 二看護技術 ：対象の理解と看護実践の墓石楚となる技術を修得する  

内容とする。特に対象の理解として、コミュニケー  

ション技術、フィジカルアセスメント技術は看護師  

には欠かせない能力として教育内容に含めた。   

Ⅲ 臨床看護総論：健康障害をもつ対象を理解し、状態に応じた看護に  

ついて学ぶ内容とする。その具体的な方法として、  

事例に対して、看護技術を適用する方法の墓石楚を学  

ぶことを含めた。  

d．専門分野Ⅱ  

臨床実践能力の向上を図るために演習を弓削ヒした内容とし、これまで   

の各看護学の考え方に追加して、「成人看護学」では終末期看護に関する   

内容を含めた。「老年看護学」では、生活機能の観点からアセスメントし、   

看護を展開する方法を学ぶとして、その特性を明確にした。   

臨地実習では、対象者には多職種によるチームが関わっていることを   

理解し、その中での看護師の役割を学ぶ内容とした。また看護師は医療   

のみならず、保健や福祉でも役割を担うことが求められている観点から、   

保健医療福祉との連携・協働を通して看護を実践できる能力を養うとい   

う内容を明示し、そのために多様な甥で実習することを含めた。  

・e．統合分野  

統合分野は、「在宅看護論」と「看護の統合と実践」を教育内容として   

新たに位置つけた。  

「在宅看護論」は、地上或で生活しながら療養する人々とその家族を理   

解し、在宅での看護実践の墓石楚を学ぶ内容とする。また、終末期看護も   

、含め、在宅での墓石楚的な看護技術を身につけ、他職種と協働する中で看   

護の役割を理解する内容とした。  
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「看護の統合と実践」は、基礎分野、専門基礎分野、専門分野Ⅰ、専  

門分野Ⅰで学習した内容をより臨床実践に近い形で学習し、知識・技術  

を統合する内容とした。具体的には、卒業後、臨床現場にスムーズに適  

応することができることを目的とし、各看護学で学んだ内容を臨床で実  

際に活用していくことができるよう、チーム医療及び他職種との協働の  

中で看護師としてのメンバーシップ及びリーダーシップを理角写すること、  

看護をマネジメントできる基石楚的能力を身につけること、医療安全の基  

礎的知識を修得すること、災害直後から支援できる看護の基礎的知識に  

ついて理解すること、国際社会において、広い視野に墨っき、看護師と  

して諸外国との協力を考えることができること等の内容を含むとした。  

また、卒業時の看護技術の達成状況を明確にするために、これまでの学  

習の中で修得した看護技術の総合的な評価を行うことも含まれる。   

「看護の統合と実践」の臨地実習においては、複数の患者を受け持ら、  

一勤務帯を通した実習を行うこと、また、夜間の実習も可能な範囲で実  

践するなど、臨床実践の中で必要な基礎的な知識と技術を統合的に体験  

することとした。  

③ 演習の強化   

学生が臨床実践能力を修得できるよう、従来に加え、専門基礎分野、専門   

分野Ⅰ、専門分野Ⅱ、統合分野においては、より臨床実践に近い状況を想定   

した学習ができるよう、演習を強化した内容とした。  

④ 単位数及び時間数の充実   

統合分野を新たに設け、「看護の統合と実践」を含めたことに伴い、単位   

数の総計を97単位とした。なお、時間数は総計3，000時間とし、分野ご   

との配分については養成所がそれぞれの実状に応じ、弓単力的に設定できる   

ようにした。ただし、単位と時間数の考え方は、これまでと同様である。  

（3）看護師教育の技術項目と卒業時の到達度（資料3参照）   

看護基礎教育修了時に修得しておく必要がある看護技術の種類と到達度を明確  

にした。  

4）看護師教育（2年課程等）   

3年課程の改正案を踏まえて、カリキュラム改正を行うこととする。   




